
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費税は何のために必要？ ➡ 
   

  
  

 

  

ウソ・不正が続く腐敗政治  

変えなきゃ 政治！！ 
 

国の 参議院 調査情報担当室 の試算 
 

                                                                                                           
        
 

                                                            

 

        できることが わかりました 

 

 

 

詳しくは 
内面を➡ 
 

 

25年以上のデフレ(景気後退)が続く国 先進国で日本だけ!  
   

日本！ 

 

(１４０か国以上 戦争・紛争のない) 

徹底的な財政出動で人々の生活の底上げを！ 
  
   

 

 

 

1
1.6
兆円 

税収の内訳 

 1990 年度 

 60.1兆円 

 

 2018 年度 

 61.4兆円 

 

 

金持ち・大企業の大減税の穴埋めに！！ 

いま日本では(コロナの前から) 

子どもの 7人に 1人、高齢者の 5人に 1人、 

1人暮らしの女性の 3人に 1人が貧困状態 にあります。 

日本は今、生きていくのに、全く希望が持てない社会。 

結果、毎年 2万人以上が自殺し 

50万人以上が自殺未遂 をしている。 

 

山本太郎 街頭演説の様子 

家庭を持つどころか、ひとり生きるだけで精一杯 
少子化は加速するしかない 

格差・貧困・少子化…   

世界から見て日本は、 

“ 弱者切り捨て、金持ち優遇 ” 

政策の国。 

1995年以降、衰退し続けた25年の 

大半を担ってきた 自民党政権   

日本を守る、とはあなたを守ることから始まる。 

「何があっても心配するな。 
そんな国をあなたと作りたい。」 

 

 

 
 

-6.1兆円 

 

+13兆円 

 

-6.1兆円 

 

22年間、世界で もっとも人々に投資をしてこなかった国 

消
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毎月１０万円の給付 

 

消費税の廃止  

コロナ 
収束まで 

  

勝手連 れいわ応援組 南総  

 

 

 

 
 

これじゃ、いくら消費税を上げても意味ないね 

 

７割以上が 

１.2億人の国民ひとり一人に    年間144兆円   

年間26兆円   

 
 

  
400

450

500

550

1985年 2018年 

小泉政権 

安倍政権 

麻生政権 

安倍政権2 

民主党政権 

 
1995年 

550万円  

年収113万円減↓ 

2018年 

437万円 

 
 

 

れいわ新選組  ５議席に！ 

７月 参院選 さらなる飛躍を！ 

   

 
れいわ ➡ ホームページ 

 

 

 代表 : 山本太郎 発行元  :     

市民ボランティアによる 

草の根政党から主流政党へ 

 竹中平蔵 氏  
経済戦略会議委員 

就任 

世帯年収の中央値 
(厚生労働省調べ) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
   

  

  
   

  

  
   

ただし、お金には限度があります。 

政府と日銀が決めた上限 

物価安定目標 
(インフレ率) ２％ です。 

三橋貴明氏、中野剛志氏、田原総一朗氏の他、多くの 

著名人、経済学者も 「財政破綻はない」と話しています。 

当たり前の事実、お金について、ぜひ調べてみてください。 

参議院 調査情報担当室による試算 

 ４年連続 毎月１０万円 

 給付でも「インフレ率２％」 

は超えない！！ 

 

  

 

 
 

 

問題なく できる！ 
200兆円でもＯＫ  

     

 

 H P 

外国格付け会社宛意見書要旨 

日本やアメリカなど先進国は、 

自国のお金を発行できるので、 

支払い不能にはならない、 

つまり破綻は考えられない。  

と説明。 2002年4月 (要約文) 

 
 

2017年衆院選比例区政党別絶対得票率(%) 

 

 

ポスター、チラシ配布など、一緒にしませんか？ 
こちらから各地域のボランティアチームとつながれます。 

 

 

 
 

れいわ新選組 勝手連一覧 

れいわ応援組 南総 reiwa93awa@gmail.com 080-5189-2714 2022.3.発行       No.4 
 

 

 

あなたが政治をあきらめれば、一部の者たち 

だけが得をする政治が続き、当然国は壊れる。 
 

投票に行かなかった約50％の人が動けば 

未来は変わる！ 変えられる!!   

 

れいわ新選組 youtube 詳しくは  
 

財政破綻はありえないが、今のままでは社会が破綻！！ 

必要なところへお金を投入し、質の高い持続可能な社会へ転換！ 

政府による通貨発行、 
(新規国債)です。 

 

  

 

          

 

 

「国債」 「私たちの借金」 

ではありません！  
   

➡ 日本は欧米諸国以上に 
十分な供給能力があります 

   

  

     

 

  国債の発行って 

私や子どもの借金でしょ！ 
 これ以上は国が破綻する？ 

 
 

 
 
 
 
 

  
   

国債とは民間(企業・国民)の資産 

 

 

 

 

 

 

   全国一律！ 

最低賃金 1500円 
  
「中小企業には政府が補償」 

地方活性、景気回復、 

東京一極集中の是正へ。 

 介護・保育の月給 
          10万円 アップ   
平均より6万円以上所得が低い。
高齢化・子育ての人材確保を。 

コロナを 
 「災害指定」に  
～ 法改正の必要なし ～   
コロナ収束まで「収入と家賃」 
が、国から補償されます。 

れいわニューディール政策  
 
みんなの負担を減らし、財布も心も豊かにする政策です！ 
 

環境・国際外交・医療・教育・公共インフラ等  その他 注目の政策！ 
   

毎日が１０％オフ！コロナ災害や東欧の戦争による原油高、 

輸入物価上昇が続く今だからこそ、やるべき政策です。 

零細事業者などからも消費税を搾り取ろうとする 

インボイス制度は廃止 

地方にお住まいの方はもちろん大打撃をくらう輸送業も、

原油価格が安定するまで応援します！ 

先進諸国で、教育にお金を出さないドケチ国家のＮо１が 

日本です。学ぶ権利を保障します。 

低・中所得層や中小零細企業にとって、大きな負担と 

なっている社会保険料の減免を行います。 

奨学金の負担 
チャラに 

         公務員 増やします 
 
日本の公務員数は世界でも最低レベル。

英国の約３割、米国の約半分です。 

安定雇用も経済政策です。 

 
詳しくは「れいわ新選組」ホームページを 

  
   

(１万人あたり) 

 

農業・食の安全保障を 

徹底的に 
  
日本の農業所得の補助割合は先進国で最低 

  水準。政府が所得補償し、自給率向上へ 

 

国を守る最重要事項  
日本の財政破綻はありえない 

と財務省が発表 日本政府の公式見解 

 
 

 

  
   

財源は？ 

 


